


「国税・地方税についての猶予制度等の紹介」 
◇ 特 例 猶 予 制 度 ◇ 
特例猶予の対象は、令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が到来する国税及び地方税。 

①法人税や源泉所得税、申告所得税、消費税等の「 国 税 」についての納付猶予制度  

・特例猶予の内容：『 延 滞 税 な し』 『 無 担 保 』 『 １ 年 間 猶 予 』  
 

②固定資産税や市民税（個人・法人）等の「 地 方 税 」についての納付猶予制度 

・特例猶予の内容：『 延 滞 金 免 除 』 『 無 担 保 』 『 １ 年 間 猶 予 』  
 

特例猶予を利用するには、新型コロナウイルスの影響を受けたことで、次の㋐と㋑の両方を満たす場合となります。 

㋐ 事業等に係る収入が前年同期と比べて概ね２０％以上減少（※１）している。 

㋑ 一時に納付（税金）することが困難である。 （※１）２０％以上の減少とは、令和２年２月以降の任意の期間（１か月以上）と前年同期を比較 
   

◇ 固 定 資 産 税 等 の 軽 減 ◇ 
中小企業・小規模事業者の保有する建物や設備等について、２０２０年の事業収入の減少幅に応じ、来年２０２１年の固定資産税等が 

減免されます。 
 

・減免対象：事業用家屋及び設備等の償却資産に対する固定資産税、事業用家屋に対する都市計画税。（土地は対象となりません。） 

・減 免 率：２０２０年２月から１０月までの任意の連続する３か月間の収入の対前年同期比減少率が 

①５０％以上減少した場合：『 全 額 免 除 』 ②３０％以上５０％未満の減少の場合：『 ２ 分 の １ に 軽 減 』 

※軽減を受ける申告にあたっては、認定経営革新等支援機関等からの確認印が押された申告書が必要となります。 
 

◇ 欠 損 金 の 繰 戻 し 還 付 制 度 ◇ 
新型コロナウイルス感染症の影響により損失が発生した場合、あるいは前年度は黒字の法人が、経営悪化等により当年度赤字になった場合、前

年度に納付した法人税について繰戻しにより還付を受けられることがあります。 
 

○黒字法人が経営悪化等により赤字になった場合        ○新型コロナウイルス感染症の影響により損失が発生した場合 

 

     
 

  

◇ 問 い 合 わ せ 先 ◇ 
国税猶予制度・繰戻還付制度 国税局猶予相談センター：☏0120-948-271、佐原税務署：☏0478-54-1331(代表) 

地方税猶予制度・固定資産税等の減免 香取市役所：☏0478-54-1111（代表）、固定資産税等の軽減相談窓口：☏0570-077322 

 

【計算例】 法人税率：１５％とする。 
 

前期法人税：1000×15％＝１５０ 
 

欠損金繰戻による税額： 

前期利益1000－当期損失400＝600×15％＝90 
 

繰戻還付額：１５０－９０＝６０ 

※新型コロナウイルスの影響を受けて、

すでに納期限の過ぎてしまった未納分が

ある場合は、税務署へ相談してください。 

繰戻し（青色申告であれば、２年前まで可能） 

【対象欠損事業年度】 

①発災日以後１年以内終了事業年度 

②発災日以後半年以内終了中間期間 

 

還付額＝還付所得事業年度の法人税額 × 

災害損失欠損金額 

還付所得事業年度の所得金額 
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